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国 地 契 第 ５ １ 号

平成２３年３月３１日

各地方整備局長 殿

国土交通事務次官

「工事請負業者選定事務処理要領」の一部改正について

標記について、工事請負業者選定事務処理要領（昭和41年12月23日付け建設省厚第76

号）の一部を下記のとおり改正することとしたので、遺漏なきよう措置されたい。

記

第２第一号ホ中「第１第１号の２」を「第一の一の２」に改める。

第２第二号イ（イ）中「第１第１号の１」を「第一の一の１」に、「当期営業年度開始

日」を「当期事業年度開始日」に改める。

第２第二号イ（ロ）中「第１第１号の２」を「第一の一の２」に、「第１第３号の１」

を「第一の三の１」に改める。

第２第二号イ（ハ）中「第１第３号の２」を「第一の三の２」に改める。

第２第二号イ（ニ）中「第１第１号の２及び３、第２号並びに第４号」を「第一の一

の２及び３、二並びに四」に改め、「（これらの規定中「審査基準日」とあるのを「工事

請負業者選定事務処理要領（昭和41年12月23日付け建設省厚第76号）第２第２号イの(ロ)

に規定する客観的事項の審査基準日」と読み替えたものをいう。）」を削る。

第２第二号ロ（ロ）中「２年間」を「４年間」に、「都府県（沖縄県を除く。）」を「都

道府県」に改める。

第４第１項第一号を次のように改める。

一 一般土木工事

予 定 価 格 等 級

6億9,000万円以上 A

3億円以上6億9,000万円未満 B

6,000万円以上 3億円未満 C

6,000万円未満 D
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第４第１項第五号を次のように改める。

五 建築工事

予 定 価 格 等 級

6億9,000万円以上 A

3億円以上6億9,000万円未満 B

6,000万円以上 3億円未満 C

6,000万円未満 D

第５第５項中「規則第19条の４第１項第１号から第３号までに掲げる書類」を「規則

第19条の４第１項第２号、第４号及び第５号に掲げる書類」に改める。

第５第６項中「第１号から第３号まで」を「各号」に改める。

第７第１項第二号中「なお、等級区分を設けている工事種別」の下に「のうち、一般

土木工事、アスファルト舗装工事、鋼橋上部工事及び造園工事」を加える。

第９中「認定のときまでとするものとする。」を「有効期間の開始日の前日までとする。」

に改める。

様式２を次のように改める。
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様式３を次のように改める。
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様式特５（イ）を次のように改める。

別添を次のように改める。
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附 則

（適用範囲）

１ この通知による改正後の工事請負業者選定事務処理要領は、平成23年度以降に締結

する工事請負契約に関する事務処理について適用する。

（経営事項審査の審査基準日の取扱い）

２ 平成23・24年度の一般競争参加資格審査に提出された総合評定値通知書が、国土交

通省告示第298号の適用を受ける経営事項審査に係るものであるときは、第２第１号ホ

の規定にかかわらず、当該経営事項審査の告示第一の一の２に規定する審査基準日が

一般競争参加資格審査の申請をする日の１年７月前の日以前のものであっても、平成

23年８月31日までに申請をする場合は有効なものとして取り扱うものとする。

（総合評定値通知書等の取扱い）

３ 平成23年９月１日以降に申請者が提出する第５第２項第９号に規定する総合評定値

通知書の写しについては、建設業法第27条の23第３項の経営事項審査の項目及び基準

を定める件の一部を改正する告示（平成22年国土交通省告示第1175号）が施行された

平成23年４月１日以降の内容のものでなければならないものとする。

（等級区分に係る経過措置）

４ 等級区分を設けている工事種別において、第７第１項第２号の規定に基づき平成23

・24年度の一般競争参加資格の認定を受けた有資格業者は、平成21・22年度の一般競

争参加資格の有効期間の末日において認定されている等級（以下「従前等級」という。）

から昇級した場合、又は最下位等級に降級した場合であって技術評価点数が零点でな
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い場合には、部局長が定める日までに従前等級に留まることを希望することができる。

ただし、アスファルト舗装工事について第４第２項の規定により等級区分を３等級か

ら２等級に変更する地方整備局においては、アスファルト舗装工事に限り等級区分が

最下位等級に降格した場合であって技術評価点数が零点でない場合であっても従前等

級に留まることを希望することができない。

５ 前項の希望をした者については、平成23・24年度の一般競争参加資格の認定に当た

り、従前等級を付すものとする。なお、この場合においては、改めて会計規則第34条

第６項の規定に基づく通知を行うものとする。


